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担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

小牧市介護サービス事業者振興事業実施要綱（平成１３年３月２９日）

3

担当課

2

保健福祉

長寿介護課

介護保険係

24

平成３０年度以降

高齢者福祉

事業類型 一般

健全な介護保険制度を運営する

3

　介護サービス事業者のサービス提供環境の平準化と質の向上を図る。

　定期的な連絡会議の開催、サービス事業者研修の開催、サービス事業者情報の把握と一

覧表の作成、「介護展」などを行った。

　なお、社会福祉法人小牧市社会福祉協議会（小牧市介護サービス事業者連絡会事務局）

に委託して事業運営を行っている。

助成 0

総合計画

分野別計画

予算区分

担当部事務事業名 サービス事業者振興事業

会計区分

平成１３年度 ～事業期間

事業番号 137

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート
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直接実施・

運営

18 委託 82

一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

Ｈ24予算額

3,000

0.10
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財

源

その他職員

0.10

（手段）

従事者数

Ｈ21決算額

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

0

3,173

に委託して事業運営を行っている。

※直接経費の内訳(委託料　2,460千円）

費用合計

2,642

531

0.00

無

従事者数

人件費

費

用

直接経費

正職員

3,222

0

受益者負担

2,691

0

3,222

101.5

0

0

0

3,531

2,991
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2,991

0.00
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531531
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3,531



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

470

138

H24

166

件

連絡会、研修会等開催回数は目標に達しなかったが、参加事業所数は、目標を大き

く超える事業所の参加を得ることができ、介護サービス事業者のサービス提供環境の

平準化と質の向上をはかることができた。また、事業者同士のつながりを作ることが

できた。介護展の開催により市民に対し、介護サービスを知ってもらうための機会を

設けることができた。

連絡会加入事業者数は目標を上回る加入があり、連絡会としての効果があがった。

435
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連絡会、研修会等参加

事業所数

介護展

成果指標名

連絡会加入事業者数

事業の

達成状況

活動指標名

連絡会、研修会等開催

回数
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137事業番号
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成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

各部会が開催している連絡会や研修等に参加する事業所が限定されてきており、中

には一度も参加しない事業所もある。

介護サービス事業者のサービス提供環境の平準化と質の向上が停滞するおそれが

ある。また、市から各介護サービス事業者への情報提供が迅速に行われないおそれ

がある。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事
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自自自自

己己己己

評評評評
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今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

現状維持

判　定　理　由

加入事業者数を維持するために、未加盟の事業所に対し積極的に働きかけを行う一

方、特定の事業所に負担がかかりすぎないよう配慮していかなければならない。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

には一度も参加しない事業所もある。

現在、会則により一度も参加しなかった事業所は連絡会を退会することとなっている

が、サービス提供環境の平準化の目的を果たすため、なるべく退会事業所が増えな

いように働きかける必要がある。

介護サービスの質の向上を図ることは、保険者（市）の責務でありますが、継続して実

施することが、本来の成果として表れることとなるため。

方向性の判定


